
記者発表資料

国の出先機関として全国で初めて！
「南海トラフ巨大地震」に備え四国地方整備局は石油連盟と

「災害時の重要施設に係る情報共有に関する覚書」を締結しました。

このたび、迅速かつ確実な災害対応を図るために四国地方整備局（企画部長：
石井一生）は、石油連盟（専務理事：松井 英生）と「災害時の重要施設に係る
情報共有に関する覚書」を締結しました。本件は、指定地方行政機関（国の出先
機関）としては、全国で初めての取り組みです。

東日本大震災時において、国から緊急燃料供給の要請を受けた石油連盟が施設
に向かった際に、施設側の燃料貯蔵設備等の情報がなかったため、施設側の給油
口とタンクローリー側で保有する給油ホースの型式が合致しないなどの問題が発
生し、円滑な燃料供給に支障をきたしました。

この教訓を踏まえ、大規模災害時において、四国地方整備局が管理する庁舎、
排水機場などの重要施設への燃料供給が円滑に実施できるように、四国地方整備
局と石油連盟が重要施設に関する設備情報を共有するものです。

【覚書の締結日】

平成２５年３月１１日（月曜日）
【覚書の目的】

地震、津波及び風水害等の大規模災害が発生したことにより重要施設に対する燃料
供給が困難な事態となった場合、「石油の備蓄の確保等に関する法律」に基づく経済

産業大臣からの「災害時石油供給連携計画」の実施の勧告がなされ、非定形的な燃料
供給に政府が関与する場合において、その枠組みにおける四国地方整備局の要請に基

づく重要施設への円滑な燃料供給に資することを目的としています。
【対象となる重要施設】

四国地方整備局が管理する庁舎施設、防災拠点、排水機場等、社会的に重要性が高
い公共施設（庁舎施設２８施設、排水機場等１６施設、計４４施設の設備情報を共有）

なお、重要施設の設備情報の最新性を確保するために、毎年度１回以上、設備情報
の内容について更新を行い、石油連盟に提供します。

この施策は、四国広域地方計画「No6 防災向上プロジェクト」の取り組みに該当します。

この施策は、四国地震防災基本戦略の取り組みに該当します。

平成２５年３月１２日
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